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剰余価値率の測定

瀬地山 敏

E はじめに

利潤の発生理由を剰余価値の生産にもとめるマルクスの価値・価格論は，相

対的分け前を説明するひとつの有力な論拠としてこれまでいくどか言及されて

きた。マルク λ の考えを分配の問題に適用するさいにただちに直面する困難は，

剰余価値目規定が価値の次元でお乙なわれているのに対し.分配は価格白次元

でとりあっかわれる， という点にある。いわゆる「転形問題」の障壁がζζに

も介在するQ 剰余価値率を利潤率，賃金率と関係づけるためには，したがって，

この転形問題を迂回できるようなぞテルを考えなければならな， '0 

ワィツヱッカー [9)は，純坐産物は消費財のみよりなる，賃金財産業と消

費財産業の有機的構成は均等である，というふたつの仮定をおいて，剰余価値

率と相対的分け前の関係を導いている九 このふたつの仮定は転形問題をさけ

るのに有効なはたらきをしているが，仮定の現実性という点からみて説得的で

ない。経済の純生産物は消費財だけでなく投資財によっても構成され，投資財

の占める比率はそれを無視することができないほど大きい。第1の仮定はこの

事実に対照させてみるとき作為的である。第2の仮定については，消費財産業

の大半の内容が賃金財産業であるとしても，産業内部における有機的構成が均

等であるとすることは，生産技術にきびしい制約を課しているとしづ意味で，

難点がある。

本稿では，投資財も純生産物として含む経済体系において，生産技術に対」

1) ワィツエツカー(9) pp. 28-9.なお彼は (10)において，剰余価値率を現代資本理論との関
連でとりあつかっているが，本稿と異なる文脈であるため， ζζで陥言及していない。
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制約を与えずに剰余価値率と利潤率，賃金率のあいだの関係をみちびいている。

ζの関係をみちびくにあたって，標準商品(スラッファ〕を価値尺度として採用

Lている。標準商品を価値尺度財に選んだことにより，生産技術に制約を課さ

ずに転形問題の障壁を迂回することが可能となっていることがのちにあきらか

となるであろう。

次節で分析に必要な現実の経済体系ならびに標準体系のモデルとそこでの諾

関係を定式化し，第E節で，剰余価値率の算定と標準商品のはたす役割りにつ

いて言及する。第N節ではノイマン径路の産出量をウェイトにもちいて導かれ

た，利潤率と剰余価値率のあいだの，森嶋・シート γ方程式と本稿の標準商品

を尺度とする接近方法と/の比較を行なう。森嶋・シ トンの方法も，利潤率と

剰余価値率のあいだの関係を分析するにあたって，生産技術の不均等性にもと

づく転形問題を首尾ょく迂回するもうひとつの方法である。しかしノイマ γ径

路の産出量を不変資本ならびに可変資本を算定するための単なるウヱイトとし

てもちいるにとどまるため，森嶋ーシート y方程式刀、ら(8)にいたることはでき

ない。結びとして，標準商品を尺度としてももいるこ主により，剰余価値率1-

flj潤率および賃金率のあいだにより簡明な関係を導けることを示すn

11 モデルと諸関係

結合生u産物の存在しない固定的生産係数のもとで nケの商品を生産している

経済を考える。競争均衡において各産業聞に均等な利潤率(のと賃金率 (w)

が支配するように価格が決定される。

(1) P=(l+の(pA+wao) 

たTごし，

P=(p" p" …・・ ，P.) :価格ベクトノレ

ao= (aOh a02，…… ， ao，，) 投入労働〔時間〕ベクトノレ
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(al1aH~ ........... al" i 
I a21a22 ・ a2nI 

A=I ¥¥、 1:投入係数行列
! ¥l  
l 、 l
l 、 l
t 、、 l
t 、、 l

~a"la"穆・ ・・ ... a.，n) 

投入係数行列 Aの成分 ai;(i，j=l， 2， ......， n)は非負である。 この価格体

系のもとでは，適当な範囲の賃金率または矛Ij潤率に対しすべてが0ではない非

負の価格が成立するヘ

これに対L.，商品の価値は競争市場で直接観察することはできないが，商品

の価値は，その商品の生産に使用された生産手段の価値(投下労働時間〉と直接

投下された労働時間の和であるから，次式で算定することが可能である。

A;= L; A，叫 3十aOi (j=!， 2， ••.•.. ， n) 

または，

(2) A=AA+ao 

A=(，.h， ;'2， ......，ん〕 価値ベクトノレ

ところで市場で生産されているすべての商品が財として同ーの機能をもつわ

けではないから，nケの商品を m ケの資本財とい-m)ケの消費財に分割する。

これに対応して投入係数行列 Aは次のように分割できる。

α11 .....-alm alm+l ...... aln 

[AI AIE]=lam 
0， Au'J I 0......... 0 am十lm+l a=+i" 

0.........0 a""，-+l a，." 

A，は資本財部門の投入係数行列である。 Anは消費財部門における投入資本

財の係数である。 nケの商品の分割が厳密に可能であれば An'はO行列にな

るが，たとえば小麦扮のように直接消費することがごときるとともに，ケーキの

原料にもなれるという財が存在するから一般に An'は正の成分をふくむ。いま

m ケの資本財の生産において，間ケの商品がすべて，直接的にまた間接的に，

む より詳細な説明については，スラッファ[7 J，瀬地山 [5J，[6Jを参照されたい。
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生産手段として機能Fるものと仮定する。すなわち行列 A，は分解不能である

とするの。 ζのとき，資本財部門の各産出量を， そこでの総投入労働時間を経

済全体のそれくその大きさを 1とする〉と等しくするという制約のも Eで， 適当

に調整することにより，資本財産問量聞の比率と各資本財が相互の生産手段と

Lて使用される量の間の比率を等しくすることができるの。すなわち

Cl+R)Arxr*=xI*， a出品*=1

ただし，

x，不二(Xj勺 ".. ，τm*)' 調整された資本産出量ベクトノレ

aOI=(aOb ......，向m)

R 極大利潤率

これに対し消費財部門の産出量をすべてOであるときめれば，調整された全産

出量とそれに必要な投入とのあいだに，次の関係が成立する。

(3) 
(l+R)Ax*ニ x*，doxキ=1

が =(Xl*'......，Xm*， O，......， 0: 
げはことわるまでもなく現実の産出量ではない。 したがっ τ(3)は架空の産

出量ならびに投入量り水準を示す。しかし，生産において利用される技術は同

~-eあり，さらにその技術は固定的であるから， 己の架空の生産においても，

現実と同~(/)値格体系が支配している。このように構成された体系を標準体系

と呼んでおし

標準体系(3)の純生産物は RAx*なる合成商品で，その価額は RpAxキであ

る。 いま賃金率を標準純生産物のタームで測定した結果，賃金が却水ケの標準

純生産物に相当するとすれば，賃金率四*と利潤率 γのあいだに次の関係をみ

とめることができる。 (1)の両辺に右から X*をかけ，標準体系の性質(3)を考慮

すれば，

町 正しくは資本財部門を構成する少〈とも三つの産業について分解不能性カ丸、えれば，以下の論
証にとっては十分である。
4) 注2)を参照のこと.
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(4) 

第 114巻第'.2号

(l+R)pAx*=(l十r)(pAx*+却水Rp.4xつ
叩キ=w/RpAxキ

両辺を pAx*で割り整理すれば

(5) 即水=(Rーの/R(l+r)

このように賃金率を標準純生産物で測定することにより，したがって諸価格を

標準純生産物で測定することによって，賃金率と利潤率のあいだに，投入係数

のはいらない単純な関係を導く ζとができる。賃金率を標準純生産物で測定す

るということは，賃金が標準純生産物の形態で支払われるということではなし、。

もしそうであるとすれば，労働者は直接消費できない資本財官賃金として受げ

とることになり，あきらかに不合理である(標準生腫物計および標準純生産物

RAx* 0)構成を参照〉。標準純生産物はあくまでも測定の尺度として用いられる

特殊な三ヰメレーノレにすぎ、ない。

のちの議論のために，標準体系(3)の不変資本 C*t.可変資本 V*Pを次のよう

に定義しておく。

(6) C.p三pAxヘV*'三 u戸RpAx*
不変資本，可変資本の本来的な定義は価値のFームによるが，こ乙では，標準

体系における不変資本，可変資本の実物的内容 .. 4.x*. RAx*を均衡価格〔生産

価格)で評価していることに注意しなければならない。 ところで， (4)より標準

体系の純生産物は利潤と賃金に分解される。すなわち，

RpAxキ=r(pAx*+回 *RpAx勺十四*RpAx*

{6)の定義にしたがえば，

(7] RC*'=r(C*'十V*')+ V*p 
上の諸関係(5]-(7)は標準体系を媒介に，いずれも価格の次元で成立するもので

ある。次に価値の次元における類似の関係をたしかめておζ う。

いま賃金率が叩*で与えられているとする。第j産業では日*aOi ケの標準

純生産物が賃金として支払われている ζとになる。第J産桑田可変資本(価値コ

を Vj， 剰余価値を」ちとし，剰余価値率"'eとすれば.Vj=印字RAAxtl'aol よ
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り

ao;= V;+S;= (1 +e) ~ろ=(1十e)町本RAAxキaOj

である。 (2)の両辺に右からがをかけ，この関係と標準体系の性質を考慮に入

れて整理すると，

(4)' ARAx"ド=(l+e)叩 *RAAx*

すなわち純生産物の価値は賃金〔価値〉と剰余価値に分解する。上式より

(5)' 日ネ=1/1+e

標準体系における本来的な不変資本 C*，可変資本 Vャは次のとおり。

(6)' C￥:=:::::AAx*， V*=wキRAAx*

標準体系における純生産物の価値A[l-A]xヰ(=ARAx*)は(2)，(3)より 1に等

しい。したがって， (6)'の定義にしたがい(4)'を書きなおすと

(7)' RCボ=(l+e)V*=l

III 剰余価値率の算定

賃金主:町氷とするとき剰余価値率 eは(5)'よりただちに算定できる。 (5)'り意

味をもコと詳しく検討してみよう。加率三叩/RpAx*であるから， τv*は賃金率

w ならびに w の関数である価格に依存する変数である。 (5)'はこのような価格

次元の変数である叩*と価値の次元の変数である剰余価値率eの関係を与えて

いる。 ζの関係が，賃金率を標準純生産物のタームで測定しで導かれたことは

すでにみたとおりである。しかじ標準純生産物とは畏なった商品または合成商

品をヱュメレー/レに選んでも (5)'に相当する関係を導けるのではないか， とい

う疑問が残されている。重要なことは，すぐ説明するように，この関係は標準

純生産物をニュメレーノレとするときにのみ，はじめて成立する。

(1十e)wニ1をみたす賃金率却をとる。 (7)'の右辺に代入すると

Vjwニlまたは w=v*

V*の定義と純生産物の価値は分自己から独立に 1であることより

w士即*RAAx率三日平
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すなわち〈1+e)回 =1が成立するための必要十分条件は賃金が標準純生産物で

測定されることである九

価格としての賃金率から価値次元の剰余面値率を算定することができた。次

に利潤率から剰余価値率を算定する。利潤率と剰余価値率の関係は (5)'に賃

金・利潤率曲線(5)を代入すればただちにあきらかである。しかしここでは標準

商品の尺度としての機能に注意をはらいながら問題の関係をみちびいてみる。

標準体系においても現実と同じ価格体系が支配しでいるから， (7)より

r=(RC.'-V.')/CC*'+ V.P) 

(6)よりれρ/C.P=日本R を得て右辺に代入すると

γ=CR-w'R)/Cl+u戸R)

標準体系では標準純生産物と生産手段が同ーの合成商品により構成さ九さら

に賃金率が標準純生産物白タームで測定されているために，価格がどのように

変化しでも，V*P/C*Tは即本と Rに置接依存する値になる。上式右辺の分子・

分母に AAxキをかけると

r=CRAA.x*-w*RAAx勺/CAAx*十日ネRAAxキ〕

定義(日Yより

!二CRC*-V心/CC*+V.) 

右辺は幸リ潤率が， 標準体系において生産された剰余価値と総資本〔価値〉の比

率に等しいことを説明し'ている。価格タームでの利潤と総資本の比率として規

定された利潤率が，標準商品を尺度に選ぶことによって，価値のタ ムで規定

されることになった。さて右辺に(げを代入すると

r=eV./CCキ+V心

がえられる。あるいは，同じく(7)'の関係より

(8) r=eR/Cl+e+R) 

こうしてもとめた利潤率と剰余価値率の関係は，先に述べたように.(5)'に(5)

め これは，賃金・利潤率曲線あるいは要素価格フロンティアが直線となるばあレ四必要十分条件
とまった〈同一であるよとに留志する必要がある:
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を代入して得られるものとまったく同じである。 (5)および(5)'が成立する必要

十分条件は標準商品を尺度とすることであったから， (8)もまたそのばあいにの

み成立する。

生産技術にある適当な性質がみられるとき価値と価格が比例することは良〈

知られている。たとえ民資本財部門の各産業で，労働を含む各財の投入量が

比例的であるとするへすなわち

α，-::;ai)aOiニai，Jaωi，j，k=l， 2， ......， m 

ζのとき第J商品の価格は次のようになる。

ぁ=(l+r)(t，p，a，;+叩向j)

=(山(~p，<x.+切)向J
したがって

pjPk= aojaok 

また第J商品の価値は，

J)= L;J品 J十aOj=(L;んαi十l)aOj

であるから

ん/ん二aOi/aO"

となって，価値と価格は比例している。いま資本財部門の純生産物によって任

意に構成する合成商品 s(1財でもよい〉をニュメレールとする。賃金率却は

日zEEPAより，日ケの合成商品として示される。価値と価格り比例性 (p，

=ρ 

あるσ L-I，たニがつてj商品 1単位あたりの可変資ヌキ存干叱うは (ωsi弓号E』叫aOiである。
(α1+eθ) Vj=aO町2の両辺にj商晶の現実の産出量 Z叫3をかけ，総雇用労働時間が1
であることに注意すれば，

(1+e) V=aox=1 

v-EI弘 ，X=(Xh  ......， X，，) 

の ζれは有機的構成が均等となるひとつのケースであることはあきらかであろう.
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これに V，=(S7:函l:l，s，)ao; を代入すれば

(l+e)βwl:A品 =1
となって(5yに相当する賃金率面と剰余価値率の関係がえられる。 S を標準純

生産物とすれば，これは(5yとまったく同じl乙なる。

利潤率から出発して剰余価値率を算定するさいにも，予想されるようにこの

特殊ケースでは，標準商品を尺度としてもちいなくてもよい。たとえば先と同

様に賃金を資本財部門の任意の合成商品で祖定する。さらに，標準体系の産出

量 XI*をウヱイトにせず，現実の資本財部門の産出量町をウヱイトにもちいて，

価格および価値タームでの不変資本 Cl，CI可変資本 Vl，VTを定義するロ価

値と価格の比例性および資本財部門の純生産物の価値が可変資本と剰余価値よ

り構成される乙とに注意すれば，

Tニ P，[I-A，Jx，-V，ρ A，[l-A，]x，-V， 
一一百干Vl一一---c;干有一一

V， 
" C，十V，

=e vip 
百耳R五

がえられる。 剰余価値率は価格次元の変数 r，Cl. Vlをももいて算定されて

し、る。

価値と価格の比例性はあ〈までもひとつのケースにすぎない。生産技術はた

がいに不均等であるのが一般的事実であるから， (5九(8)にいたる過程で，価格

の次元から価値の次元への変換は一般に難しい。ここでの接近方法は標準体系

を媒介とするものであったが，とれにより，産出量，純生産物，不変資本，可

変資本などを実体的にすべて同ーの合成商品で構成することが可能となったた

めに，価格の次元から価格に直接には依存しない次元へ，それからさらに価値

の次元へと変換をすすめえたわけであるo ょうして転形問題の第 1の障壁を迂

回することができた。
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IV 森嶋・シートン方程式"

前節で利潤率と剰余価値率の関係(8)を導く途中ででてきた方程式r=eV./Cキ

+Vキは，そζでは不変資本および可変資本が標準体系におけるそれとして定

義されているという差異はあるが，マルクスが『資本論』第3部第1篇とりわ

けその第3章で定式化した利潤率と剰余価値率の関係に相当する。周知のよう

に彼は問題の関係を.C*， V*のかわりに社会全体の総不変資本 C，総可変資

本Vをももいて定式化した。しかし彼の公式は無条件に成立するものではない。

公式があ Cはまるケースとし ζ，有機的精成均等，サムエルソンの資本の内部

構成均等 (equalinterrial co四 P明 itionof capitaりなどの諸ケースが存在するが，

ζれらはいずれも生産技術につよい制約を課している。森嶋・シート γ方程式

は，現実の経済における C，V のかわりに黄金経済における総不変資本 Cヘ

総可変資本 V却をももいることによって，生産技術にいかなる制約も設けない

で，利潤率E剰余価値率の関係をみもびいている。本節では森嶋・シートン方

程式と標準商品による接近との異同を説明することにしよう。

労働者はすべて同じ消費選好を有しているとする。そうすれば，消費選択に

関して，すべての労働者を単純に統合した擬制的な消費者を考えることができ

る。この消費者は自己の効用を極大化しようとして，彼の収久すなわち waox

三回のもとで D なる商品の集合を選択する。通常この集合のなかに資本財は

含まれないから D=(o，•• ....， 0， d"'+l' •••••• ， dn)' である。したがって即=

pD。これを価格方程，1;;(1)に代入すると，

P=(l十r)p(A十Dao)

E節で価格体系に課した条件のもとで次の関係をみたす非負の産出量ベクトノレ

yが存在する九

(9) y=(l+r)(A十Dao)y

。本節の議論は，~嶋 (2) ， chap. 6を対象とし℃いる。本Jceもちい口、る記号の恵味は，薪
嶋りそれとかならずしも同じでないが，議論の本質にふ!れるちがいではない。
的詳しくは轟嶋 (2).p.67fn をみよ。
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さて消費選択が存在するときの剰余価値率を，全労働者が消費する財を生産

するのに必要な労働時間と全労働者が生産過程で支出する労働時間のうち先の

必要労働時間を超過する分，すなわち剰余労働時間のタームで定義する乙とは

自然である。すなわち

同 e=(aox-AD)!AD

=(l-AD)!AD 

これを価値方程式(2)に代入して次の関係が得られる。

(2)' A=AA+(l+e)ADao 

かま(9)の両辺に左から A をかけたものと(2)'の両辺に右から yをかけたもの

を比較整理すると

γ=eV*!CC少+vつ
ただし

V水=ADaoY， Cキ'=AAy

なる森嶋・シートン式が導ける。

ところで(9)で決定されている産出量は，経済が(1)の均衡価格と双対的な形で，

一定比率の成長を実現するばあいの産出量に他ならたい。ここで資本家の消費

は0，労働者の貯蓄はOとなっているから，この産出量は黄金経済の産出量で

ある。森嶋 .yート Y方程式はこの産出量をウェイトにもちいた不変資本，可

変資本のタームで，生産技術が不均等なばあいにおけるマルク月の問題を解く

よとができた。

ζの解決の正しさは，黄金経済が現実のものであるかどうかに依存しない。

その意味で標準体系および標準商品の架空性と同じ性質をもっ。しかし(3)と(9)

を比較Lてただちにあきらかなように，標準体系は均斉成長を慈味するもので

はない。

黄金経済り産出量と標準体系の産出量が分析において果す役割について注目

しなければならないのは次の点である。この点をあきらかにするために，森

嶋.v一トン方程式から，前節と同様の手続きをもちいて， (8)を導けるかどう
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か考えてみよう。前節で最終的に(8)にいたるきいに(7Yをもちいている。 (7)'は

E節からあきらかなように，そ乙で定義された可変資本ならびに不変資本が実

体的には同-0")商品の集合よりなるように構成されているために可能となった

ものであり， 不変資本と可変資本の関係が， 生産技術の状況を 1ヶの変数 R

(極大利伺率〕に代表させることによって，より簡潔にえられている。 これに対

し，森嶋・シートン方程式の不変資本，可変資本は，現実がそうであるように，

実体的に同じ内容ではないから，各商品の生産条件の差異にもとづく商品価値

の大きさの違いを処理して， (7)'または(8)にいたることはできない。 標準商品

はこれからあきらかなように，いわゆる価値尺度として機能するように構成さ

オzている。

V 結び

前節で指摘したふたつり接近方法の差異はより直接的に， (5)'と同を比較すF

るならばいっそラあきらかとなるであろう o

闘は消費者選択を導入して剰余価値本を定義している。しかし，剰余価値率

と賃金率がどういう関係にあるのか，あきらかにならない。 Aは生産技術によi

り一義的に決定されるとしても， 消費財の集合 Dが， 賃金率の変化にどう対

.J;C;するかわからなし、からである九

標準商品を尺度としてもちいれば，消費財の集合について情報がえられなく

ても， 同から(5)'と同ーの関係主導く乙とができる。賃金率が標準純生産物の

タームで四半の大きさであるとする。すなわち

叩二pDニp(即キRAx*)

乙の関係より，価格あるいは価値の視点からみるかぎり，労働者は均衡消費ベ

クトノレ D のかわりに wキRAxホなる財ベクトノレを消費しているとみなすこと

ができる。側の Dのかわりに即端RAxネを代入し， さらにE節でみたように

の賃金が一定白消費財のハスケットに対応する生存賃金として規定できるばあい，消費者の選択
は行われないから，賃金串と剰余価値率のあいだに右下りの関保をみとめることができる。調塙
(2) p.63および p.67をムよ，
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標準純生産物申価値 RAA.xキが1であることに注意すれば，宇ぐに(5)'が導け

る。

とうしてE節で得た(5)'ならびに(8)の， 剰余価値率，賃金率， ならびに利潤

惑のふたつの関係式は， r転形問題」を迂回すると同時に，消費者選択をそデ

l ノレに導入するばあいにも成立する。
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